
様式第１０ 

循環型社会形成推進地域計画改善計画書 

 

地域名 構成市町村等名 計画期間 事業実施期間 

紀美野町地域 紀美野町 R3.4.1～R8.3.31 R3.4.1～R8.3.31 

 

１ 目標の達成状況 

（ごみ処理） 

指      標 

 

現 状 

（令和  年度） 

目 標  

（令和  年度） A 
実 績   

（令和  年度） B 
実績 

/目標 

排出量 

 

 

 

 

事業系 総排出量 

    １事業所当たりの排出量 

生活系 総排出量 

    １事業所当たりの排出量 

         t 
              t 

 t 
kg/人 

         t 
              t 

 t 
kg/人 

         t 
              t 

 t 
kg/人 

     % 

     % 

     % 

      % 

合 計 事業系生活系総排出量合計               t               t               t      % 

再生利用量 

 

直接資源化量 

総資源化量 

              t 

              t 

              t 

              t 

              t 

              t 

     % 

     % 

エネルギー回収量 エネルギー回収量（年間の発電電力量）             MWh             MWh             MWh  

最終処分量 埋立最終処分量               t               t               t      % 

※目標未達成の指標のみを記載。 

 

（生活排水処理） 

指      標 

 

現 状 

（令和元年度） 

目 標 

 （令和７年度） A 
実 績 

 （令和７年度） B 
実績 

/目標 

総人口  
8,640 7,300  7,437 ―  

公共下水道 

 

汚水衛生処理人口 

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 

0 
              0.00％ 

0 
              0.00％ 

0 
             0.00％ 

   ―  
   ―  

集落排水施設等 

 

汚水衛生処理人口 

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 

503 
              5.82％ 

480 
              6.57％ 

458 
             6.15％ 

  ― 
 44.00% 

合併処理浄化槽等 

 

汚水衛生処理人口 

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 

4,206 
             48.68％ 

4,700 
             64.38％ 

4,686 
            63.00％ 

 ― 
91.21% 

未処理人口 汚水衛生未処理人口 
3,931 2,120 2,293  ― 

※目標未達成の指標のみを記載。 



２ 目標が達成できなかった要因 

集落排水施設等について、町内２地区において農業集落排水施設により汚水処理が行われている状況にあるが、地域計画期間中に整備地
区の最適化・広域化は行っておらず、対象２地区を含む地域の人口は 252人減少（期間中人口減少の約 24.7％分）している。 

このことから、町の人口が減少傾向にあることを計画上見込んでいたものの、対象地区の人口減少が想定を上回ったことにより、目標が達
成できなかったと分析する。 

合併処理浄化槽等による汚水処理人口について、設置に係る補助事業を例に挙げると、毎年度の計画値に対して目標を達成することが出
来ず、また既設の単独処理浄化槽の撤去を含む合併処理浄化槽の設置が思ったほど進まなかったことから、地域住民の水環境等への意識
向上に課題があると分析する。 

 

 

 

 

 

 

３ 目標達成に向けた方策 

目標達成年度 令和 12 年度まで 

 

今後も町の人口減少に伴い、緩やかに処理人口も減少すると想定する為、必要に応じて目標の見直しを行うものとする。 

対象地区について、集落排水施設への接続等が適切に行われるよう、地域住民への周知等に努めることとする。 

また、合併処理浄化槽について、設置補助に係る金銭的なメリットだけでなく、水環境等への影響を踏まえた周知等に努めることとする。 

 

 

 

 

 

（都道府県知事の所見） 

（生活排水処理） 

 広報誌や HP 等を通じ、合併処理浄化槽の設置補助に係る金銭的なメリットだけでなく、水環境等への影響を踏まえた周知等に取組むと
ともに、循環型社会形成推進交付金を活用した合併処理浄化槽の更なる普及促進に努められたい。 

 

 以上の項目を踏まえ、改善計画書に定めた方策を確実に実行し、今後目標を達成できるよう、一層の努力を推進されたい。 

 

 

 

 

 


